
生 セ 第 07 2 5 0 0 1 号 

平成 30 年 10 月 25 日 

 

 
「イノベーション創出強化研究推進事業」評価実施要領 

 
第１ 趣旨 

イノベーション創出強化研究推進事業の進捗管理を行い、効率的で効果的に

事業を行うため、「イノベーション創出強化研究推進事業に係る運営管理委員

会設置要領（平成 30 年２月１日付け 29 農会第 811 号農林水産技術会議事務

局長通知。以下「設置要領」という。）、基礎的委託研究事業実施規程（15 規程

第 73 号。以下「規程」という。）及び基礎的委託研究評議委員会運営規則（15

規則第 45 号。以下「運営規則」という。）並びに本要領に定めるところにより、

試験研究計画における研究成果の評価（以下「評価」という。）を実施する。 

 
第２ 評価を行う委員会等 
１ 本事業の評価は、運営規則第１条で設置する評議委員会（以下「委員会」

という。）において実施する。 

 
２ 委員会は、次の条件を満たす者のうち、国立研究開発法人農業・食品産業

技術総合研究機構生物系特定産業技術研究支援センター（以下「生研支援セ

ンター」という。）の所長（以下「所長」という。）が、運営規則第６条第２

項に基づき、評議委員（以下「委員」という。）として委嘱した外部専門家

及び行政関係者（地域農林水産業への成果の普及等を図る観点から地方出先

機関の役職員を含む。）等により構成するものとする。 
（１）設置要領第２の農林水産省に設置される運営管理委員会（以下「運営管

理委員会」という。）が指名した者であること。 
（２）本事業の評価について十分な学識と評価能力を有し、公正かつ中立な立

場から評価を行うことができる者であること。 
（３）その氏名、所属、研究論文等の実績及び主な経歴並びにその者が行う評

価結果の公表について、あらかじめ同意することができる者であること。 

 
３ 委員の選任に当たっては、公正で透明な評価を行う観点から、特段の理由

がある場合を除き、試験研究計画と利害関係を有する者は選任しない。  
利害関係を有する場合とは、委員が次の（１）から（７）のいずれかに該当

する場合とする。 



（１）当該試験研究計画の中で研究課題担当者となっている場合。 
（２）当該試験研究計画の研究課題担当者と、同一の民間企業又は大学、国立

研究開発法人等の研究機関において同一の部署（学科、研究領域等）に所

属する場合。 
（３）当該試験研究計画の研究課題担当者と親族関係にある場合。 
（４）当該試験研究計画の研究課題担当者と直接的な競争関係にある場合。 
（５）当該試験研究計画の研究課題担当者と緊密な共同研究を行う関係にあ

る場合。 
（６）当該試験研究計画の研究課題担当者と密接な師弟関係又は直接的な雇用

関係にある場合。 
（７）その他、所長が公正な判断を行うに適当ではないと判断した場合。 

 
４ 当該試験研究計画について利害関係を有する委員は、評価の実施前までに

必ず生研支援センター所長にその旨を通知するものとする。 

 
５ 委員は、評価により知り得た秘密情報について、外部に漏らし、又は自身

の研究若しくは業務に利用してはならない。委員の職を退いた後も、同様と

する。 

 
第３ 29 年度以前採択課題の試験研究成果の評価 
１ 対象とする試験研究計画 

平成 29 年度までに農林水産省の農林水産業・食品産業科学技術研究推進

事業実施要領（平成 25 年４月１日付け 24 農会第 1027 号農林水産技術会議

事務局長通知）に基づき採択され、平成 30 年度に生研支援センターに移管

された試験研究計画（30年度以降にステージ移行した試験研究計画を除く）

を対象とする。 

 
２ 中間評価 
（１）中間評価は、研究期間が５年間又は４年間である試験研究計画にあって

は３年度目に、研究期間が３年間である試験研究計画にあっては２年度目

にそれぞれ行うものとする。研究期間が１年間又は２年間である試験研究

計画については、中間評価を実施しないものとする。中間評価に当たって

は、試験研究計画ごとに、試験研究計画の目標に対する試験研究成果及び

終了年度までの試験研究計画の実施内容等について、委員会が当該試験研

究計画の研究統括者等からの報告等を踏まえて評価を行う。 
（２）委員会は、試験研究計画毎の当該試験研究分野の外部専門家により構成



するものとする。 
（３）中間評価の対象となる研究課題に係る研究機関等は、あらかじめ別紙１

の中間評価用報告書を作成し、生研支援センターに提出するものとする。 
（４）生研支援センターは、（３）により提出のあった中間評価用報告書を委

員に送付するとともに、研究成果に対する評価を記入するための様式を作

成し、委員に配付又は送付し、取集又は回収し、集計する。 
（５）委員は、中間評価用報告書を基に、別紙２に定める評価基準に基づき、

書面による評価を行う。評価を行うに当たっては、当該試験研究計画の代

表機関等からヒアリングを行うことができるものとする。 
（６）生研支援センター所長は、（５）の評価結果を運営管理委員会に報告す

るものとする。 
（７）生研支援センター所長は、設置要領第３の１の（５）の中間評価結果等

を踏まえた改善策に係る指導を踏まえ、研究統括者に評価結果を通知する

とともに、その概要をウェブサイトで公表する。 
（８）生研支援センター所長は、中間評価における委員会の評価と次年度以降

において改善すべきとされた試験研究計画の事項について、必要に応じて

研究総括者に評価結果に基づく次年度以降の試験研究計画の修正又は打

ち切り等を指示するものとする。 

 
３ 終了時評価 
（１）終了時評価は、試験研究計画ごとに、研究終了年度の年度末までに、得

られた試験研究の成果の達成度等について、委員会が当該試験研究計画の

研究統括者等からの報告等を踏まえて評価を行う。 
（２）委員会は、試験研究計画毎の当該試験研究分野の外部専門家により構成

するものとする。 
（３）終了時評価の対象となる研究課題に係る研究機関等は、あらかじめ別紙

２の終了時評価用報告書を作成し、生研支援センターに提出するものとす

る。 
（４）生研支援センターは、（３）により提出のあった終了時評価用報告書を

委員に送付するとともに、研究成果に対する評価を記入するための様式を

作成し、委員等に配付又は送付し、取集又は回収し、集計する。 
（５）委員は、終了時評価用報告書を基に、別紙４に定める評価基準に基づき、

書面による評価を行う。評価を行うに当たっては、当該試験研究計画の代

表機関等からヒアリングを行うことができるものとする。 
（６）生研支援センター所長は、（５）の評価結果を運営管理委員会に報告す

るものとする。 



（７）生研支援センター所長は、設置要領第３の１の（６）の終了時評価結果

等を踏まえた成果の活用に係る指導を踏まえ、研究総括者に評価結果を通

知するものとするとともに、その概要をウェブサイトで公表する。 

 
４ 次の研究ステージへの移行に係る評価 

「イノベーション創出強化研究推進事業実施要領（平成 30 年６月 29 日付

け 30 生セ第 0329004 号。以下、「実施要領」という。）」Ⅱの２の（４）に定め

る次の研究ステージへの移行に係る評価（以下、「移行評価」という。）に関す

る事項については、以下のとおりとする。 
（１）移行評価の時期 

基礎研究ステージ及び応用研究ステージを実施した研究課題について、研

究終了時に、移行評価を行うものとする。 
（２）移行評価の方法 

生研支援センターは、基礎研究ステージ及び応用研究ステージを実施した

研究課題のうち次の研究ステージへの移行を希望する研究課題について、３

に基づく終了時評価を行うものとする。 
（３）次の研究ステージへの移行に係る審査の対象課題 

ア 生研支援センター所長は、（２）の評価結果において、総合評価がＡ評

価である研究課題について、「イノベーション創出強化研究推進事業審査

実施要領（平成 30 年５月 28 日付け 30 生セ第 0222003 号。以下「審査要

領」という。）」第５の次の研究ステージへの移行に係る審査（以下、「移

行審査」という。）の対象課題として、運営管理委員会に諮るものとする。 

イ 生研支援センター所長は、設置要領第３の５に基づく運営管理委員会か

らの通知において、移行審査の対象に選定された研究課題について、審査

要領第５に基づき審査を行うものとする。 

 
第４ 30 年度以降採択課題の試験研究成果の評価 
１ 対象とする試験研究計画 

30 年度以降に本事業に新たに採択された試験研究計画（30 年度以降にス

テージ移行した試験研究計画を含む）を対象とする。 

 
２ 緊急対応を要する研究課題の終了時評価 
（１）実施要領Ⅱの２の（３）の③の緊急対応を要する研究課題の終了時評価

は、試験研究計画ごとに、得られた試験研究の成果の達成度等について、

委員会が当該試験研究計画の研究統括者等からの報告等を踏まえて評価

を行う。 



（２）緊急対応を要する研究課題の評価については、第３の３に基づき行うも

のとする。 

 
第５ その他 

この要領に定めるもののほか、委員会の議事の手続きその他委員会の運営に

関し必要な事項は、委員長が委員に諮って定める。 

 
附 則 
この要領は、平成 30 年 10 月 25 日から施行する。 

  



別紙１（中間評価用報告書） 

 
平成○○年度イノベーション創出強化研究推進事業 

中間評価用報告書 

 

研究課題名 
（課題番号     ） 

 
研究期間 

平成○○～ 

○○年度 

 

Ⅰ 研究の進捗状況等 

Ⅰ－１．本研究における最終目標・技術的成果 

Ⅰ－２．中間時の進捗状況 

ア. 研究の最終目標を 100％とした場合、現在の進捗値（％） 

イ. 研究課題提案時（研究計画書）に設定した研究の中間時の進捗目標値（％） 

ウ. ア.の数値（現在の進捗値（％））とイの数値（中間時の進捗目標値（％））を比較

して、一致または相違した理由の説明 

エ．最終目標の達成見込み 

オ.中間時において期待される最終的な経済効果見通し 

 

Ⅱ 中間時の研究成果の概要 

 Ⅱ－１．研究全体の研究成果の概要 

 Ⅱ－２．各中課題の研究成果の概要 

１．中課題名「                      」 

（１）小課題名「                      」 

  １）研究目的 

  ２）前年度までの研究成果及び進捗状況 

  ３）平成○○年度の達成目標 

  ４）平成○○年度の研究内容 

  ５）平成○○年度の研究成果 

  ６）現時点における達成目標から見た問題点と次年度の達成目標 

  ７）最終目標の達成見込み 

 

（２）小課題名「                      」 

 

２．中課題名「                      」 

   （以下、上記と同様に適宜追加して記載） 

 



Ⅲ 研究統括者による自己評価 

 １．中課題名「                      」 

これまでの研究方法は適切か： A:適切 B:概ね適切 C:やや不適切 D:不適切 （   ） 

 

研究成果の目標達成度：     A:高い B:やや高い C:やや低い D:低い     （  ） 

 

次年度の研究内容と目標は適切か： A:適切 B:概ね適切 C:やや不適切 D:不適切（ ） 

 

 

２．中課題名「                      」 

   （以下、上記と同様に適宜追加して記載） 

 

Ⅳ 外部アドバイザーの意見 

１．中課題名「                      」 

これまでの研究方法は適切か： A:適切 B:概ね適切 C:やや不適切 D:不適切 （   ） 

 

研究成果の目標達成度：     A:高い B:やや高い C:やや低い D:低い     （  ） 

 

次年度の研究内容と目標は適切か： A:適切 B:概ね適切 C:やや不適切 D:不適切（ ） 

 

 

２．中課題名「                      」 

   （以下、上記と同様に適宜追加して記載） 

 

Ⅴ これまでの研究実施期間における研究成果（論文発表、特許など） 

 

Ⅵ 研究費使用実績及び予定額 

  



別紙２（中間評価基準） 

 

イノベーション創出強化研究推進事業（29 年度以前採択課題） 中間評価基準 

 

評価の観点 評価項目 評価基準 

効率性 
研究実施状況
の妥当性 

以下の観点について、評価時
点までと今後の研究計画の効率
性ついての評価。 
a.研究コスト及び費用対効果 
b.人員の配分 
c.研究期間 
d.研究方法 
e.参画機関の役割分担 
f.責任体制 

A：妥当 
B：概ね妥当 
C：あまり妥当でない 
D：妥当でない 
の４段階で評価を行う。 

有効性 

目標の達成度・
達成可能性 

a.評価時点までの目標の達成度 
b.研究期間内における目標の達
成可能性 

 特に、研究開始時に設定した
中間時の進捗目標値との整合性
を評価。 

A：想定以上 
B：想定どおり 
C：やや想定以下 
D：大幅に想定以下 
の４段階で評価を行う。 

研究成果の経
済性・普及性、
波及性、発展可
能性 

評価時点までの研究成果を勘
案し、以下の項目について評価。 
a.経済性（低価格・低コストであ
るか、生産性や収益性の向上
に資するか等） 

b.普及性・波及性 
c.事業化の可能性、その他の発
展可能性 

A：高い 
B：やや高い 
C：やや低い 
D：低い 
の４段階で評価を行う。 

研究成果の優
秀性 

評価時点までの論文、特許等
の研究成果の優秀性について評
価する。 

A：高い 
B：やや高い 
C：やや低い 
D：低い 
の４段階で評価を行う。 

総合評価 
上記の評価項目に関する評価結果を基に、総合

的に評価。 

A：一層の推進を期待 
B：現状どおり実施 
C：計画を縮小して実施 
D：中止すべき 
の４段階で評価を行う。 

※１ 評価はＡＢＣＤの４段階とする。 
※２ 各評価項目について、Ａ：３点、Ｂ：２点、Ｃ：１点、Ｄ：０点として、評価項目毎

に集計し、評価委員の人数で割った平均点（小数点第２位四捨五入）により、２．５点
以上をＡ評価、１．５点以上をＢ評価、０．５点以上１．５点未満をＣ評価、０．５点
未満をＤ評価とする。 

※３ 各評価項目の「総合評価」への反映基準として、以下とする。 
① 評価項目のうち１項目以上がＤである場合、総合評価はＤ 
② 評価項目のうちすべてがＣ以上である場合（③、④を除く）、総合評価はＣ 
③ 評価項目のうちすべてがＣ以上、かつ、３項目以上がＢ以上である場合（④を除
く）、総合評価はＢ 

④ 評価項目のすべてがＢ以上（うち１項目以上がＡ）である場合、総合評価はＡ 



別紙３（終了時評価用報告書） 

 
平成○○年度イノベーション創出強化研究推進事業 

終了時評価用報告書 

 

研究課題名 
（課題番号     ） 

 
研究期間 

平成○○～ 

○○年度 

 

Ⅰ 研究の概要 

１．研究の全体総括 

（１）本研究における最終目標･技術的成果 

（２）本研究の達成状況及び研究成果の概要 

（３）研究成果の要約 

１）終了時までの研究成果 

２）最終年度の研究成果 

 ２．研究成果の活用に向けた今後の取組や体制 

３．研究成果により期待される経済効果 

４．開発した技術･成果が実用化されることによる農林水産業・食品産業等や国民生活へ

の貢献 

５．実用化が想定される成果 

 

Ⅱ 中課題毎の研究実績 

１．中課題名「                      」 

（１）小課題名「                      」 

 １）研究の進捗結果 

 ２）成果の内容 

 ３）成果の活用面・留意点 

 ４）具体的なデータ 

 

（２）小課題名「                      」 

 

２．中課題名「                      」 

   （以下、上記と同様に適宜追加して記載） 

 

 

 



Ⅲ 研究統括者による自己評価 

 １．中課題名「                      」 

これまでの研究方法は適切であったか： 

 A:適切 B:概ね適切 C:やや不適切 D:不適切 （   ） 

 

研究成果の目標達成度：  A:高い B:やや高い C:やや低い D:低い     （  ） 

 

 

２．中課題名「                      」 

   （以下、上記と同様に適宜追加して記載） 

 

Ⅳ 外部アドバイザーの意見 

１．中課題名「                      」 

これまでの研究方法は適切であったか： 

 A:適切 B:概ね適切 C:やや不適切 D:不適切 （   ） 

 

研究成果の目標達成度：  A:高い B:やや高い C:やや低い D:低い     （  ） 

 

 

２．中課題名「                      」 

   （以下、上記と同様に適宜追加して記載） 

 

Ⅴ これまでの研究実施期間における研究成果（論文発表、特許など） 

 

Ⅵ 研究費使用実績 

  



別紙４（終了時評価基準） 

 

イノベーション創出強化研究推進事業（29 年度以前採択課題） 終了時評価基準 

 

評価の観点 評価項目 評価基準 

効率性 
研究実施状況
の妥当性 

以下の観点について研究実施
状況の妥当性についての評価。 
a.研究コスト及び費用対効果 
b.人員の配分 
c.研究期間 
d.研究方法 
e.参画機関の役割分担 
f.責任体制 

A：妥当 
B：概ね妥当 
C：あまり妥当でない 
D：妥当でない 
の４段階で評価を行う。 

有効性 

目標の達成度 
評価時点までの目標の達成度に
ついての評価。 

A：想定以上 
B：想定どおり 
C：やや想定以下 
D：大幅に想定以下 
の４段階で評価を行う。 

研究成果の経
済性・普及性、
波及性、発展可
能性 

評価時点までの研究成果を勘
案し、以下の項目について評価。 
a.経済性（低価格・低コストであ
るか、生産性や収益性の向上
に資するか等） 

b.普及性・波及性 
c.事業化の可能性、その他の発
展可能性 

A：高い 
B：やや高い 
C：やや低い 
D：低い 
の４段階で評価を行う。 

研究成果の優
秀性 

評価時点までの論文、特許等
の研究成果の優秀性について評
価する。 

A：高い 
B：やや高い 
C：やや低い 
D：低い 
の４段階で評価を行う。 

総合評価 
上記の評価項目に関する評価結果を基に、総合

的に評価。 

A：目標を上回った 
B：目標どおり 
C：目標の一部は達成 
D：目標の達成は不十分 
の４段階で評価を行う。 

※１ 評価はＡＢＣＤの４段階とする。 
※２ 各評価項目について、Ａ：３点、Ｂ：２点、Ｃ：１点、Ｄ：０点として、評価項目毎

に集計し、評価委員の人数で割った平均点（小数点第２位四捨五入）により、２．５点
以上をＡ評価、１．５点以上をＢ評価、０．５点以上１．５点未満をＣ評価、０．５点
未満をＤ評価とする。 

※３ 各評価項目の「総合評価」への反映基準として、以下とする。 
① 評価項目のうち１項目以上がＤである場合、総合評価はＤ 
② 評価項目のうちすべてがＣ以上である場合（③、④を除く）、総合評価はＣ 
③ 評価項目のうちすべてがＣ以上、かつ、３項目以上がＢ以上である場合（④を除
く）、総合評価はＢ 

④ 評価項目のすべてがＢ以上（うち１項目以上がＡ）である場合、総合評価はＡ 


